
【自主財源・自主財源比率】市が自主的
に収入しうる財源。具体的には市税、分
担金及び負担金、使用料、手数料、財産
収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入
をいう。また、総収入額に占める自主財
源の割合を自主財源比率という。比率が
100に近いほど財源の自主性が高いこと
を示している。 
【指定管理者制度】平成 15 年の地方自
治法の一部改正に伴い、公共施設の管理
制度がこれまでの管理受託制度から指定
管理者制度に移行。条例で定めた手続に
基づき議会の議決を得た団体を市が指定
し、公の施設の管理を一定期間その団体
に行わせる制度であって、民間事業者、
ＮＰＯ団体等の民間団体もその管理団体
（指定管理者）となることができる。 
【財政調整基金】年度間の財源の不均衡
を調整するための積立金。一般家庭の貯
金にあたるもの。 
【臨時財政対策債】財源不足を補てんす
るための地方債で、従来はこの財源不足
額を補てんするため、地方全体の分を国
が借り入れ、交付税として地方に配分し
ていたが、平成13年度から国に代わっ
て地方自らが直接借り入れる方式に切り

替えられた。これを臨時財政対策債とい
う。本来国が責任をもって配分すべき普
通交付税を市債（長期借入金）で地方が
肩代わりする制度であり、この元利償還
金（返済金）は、その全額が交付税とし
て交付される。 
【経常収支比率】財政構造の弾力性（余裕）
をあらわしたもの。歳出のうち人件費や
物件費、公債費など、毎年必ず支払う経
費を経常的経費という。また、市税や地
方交付税など毎年常に入ってくる財源を
経常―般財源という。この使い道が自由
な経常一般財源のうち経常的経費に充て
られる割合が経常収支比率となる。比率
が低いほど自由に使える資金が多いこと
になる。 

【実質公債費比率・起債制限比率】市の
標準的な収入に対する元利償還金（返済
金）の比率で、一般会計だけの返済金の
割合を起債制限比率、一般会計だけでな
く公営企業（上下水道など）や広域事務
組合での返済金も含めて算定された割合
を実質公債費比率という。実質公債比率
が18％以上となると、市債（長期借入金）
の借り入れにあたり、知事の許可が必要
となる。 
【財政力指数】財政力指数は、「１以上な
らば自力で財源を確保できている」「１
未満ならば自力で確保できる財源が不足
している」ことを意味している。１未満
の場合には、その財源不足分を補うため
に、国から普通交付税が交付される。 

人件費（21.6％）

物件費（9.3％）

補助費等（8.5％）

普通建設事業費（11.1％
）

扶助費（13.5％）

公債費（10.0％）
積立金（5.1％）
貸付金（4.7％）

繰出金（13.0％）

平
成
18
年
度
の
決
算
状
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市
で
は
、
年
2
回
市
の
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
平
成

１８
年
度
の
一
般
会
計
・
特
別
会
計
の
決
算
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

歳入総額 
113億8,789万円 

歳入 

市　税 
31億2,458万円 
（27.4％） 

その他 
15億8,877万円 
（14.0％） 

地方交付税 
35億70万円 
（30.7％） 

国庫支出金 
県支出金 7億2,621万円（6.3％） 
 

7億 
8,093万円 
　（6.9％） 

諸収入 
6億6,187万円（5.8％） 

繰入金 
1億9,943万円（1.8％） 歳出総額 

110億8,183万円 

合計101億3,220万円 

災
害
復
旧 

　
事
業
費（
1.1
％
） 投
資
及
び 

　
出
資
金（
0.3
％
） 

市 税 の 収 入 状 況 

市 債 残 高 の 状 況 
一 般 会 計 
目 的 別 市 債 残 高 

指 標 で み る 財 政 事 情 

市 有 財 産 の 状 況 

会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 差し引き 

458万円 

0万円 

0万円 

2億 600万円 

1,127万円 

3,777万円 

0万円 

0万円 

130万円 

0万円 

育 英 資 金  

下 水 道 事 業  

簡 易 水 道 事 業  

国 民 健 康 保 険  

老 人 保 健  

介護保険（保険事業勘定） 

介護保険（介護サービス事業勘定） 

勝山温泉センター  

農業集落排水事業  

市 有 林 造 成 事 業  

4,622万円 

17億9,262万円 

6,244万円 

25億9,055万円 

34億6,334万円 

21億2,576万円 

453万円 

192万円 

5億2,026万円 

2,668万円 

4,164万円 

17億9,262万円 

6,244万円 

23億8,455万円 

34億5,207万円 

20億8,799万円 

453万円 

192万円 

5億1,896万円 

2,668万円 

31億2,458万円 

市民税 
12億862万円 
（38.7％） 

固定資産税 
14億7,885万円 
（47.3％） 

軽自動車税 
5,475万円（1.8％） 

市たばこ税 
1億5,119万円（4.8％） 

入湯税 
3,076万円（1.0％） 

都市計画税 
2億41万円（6.4％） 

一 般 会 計 101億3,220万円 

下水道事業 70億 494万円 

簡易水道事業 7億2,668万円 

農業集落排水事業 13億1,071万円 

市有林造成事業 5,848万円 

合　　　　計 192億3,300万円 

特 

別 

会 

計 

（平成19年3月31日現在） 

建　　　物 
土　　　地 
立　　　木 
基　　　金 
　現金・預金等 
　うち財政調整基金 
　うちその他の基金 
　土　　地 
有 価 証 券 
出　資　金 
債　　　権 

14万4,808㎡ 
22,48万 428㎡ 
23万3,361ｍ 

 
27億3,333万円 
13億8,153万円 
16億2,436万円 

5,253㎡ 
3億1,400万円 
4億 11万円 
2億3,185万円 

民生  4億6,003万円 

8億759万円 

7億6,352万円 衛生 

土木 

土木 

土木（公園） 
18億7,866万円  

7億8,392万円 
  　教育 

     その他 
12億 
  5,444万円 

　 農林 
水産 

消防 2億5,949万円 

   臨時 
 財政対策債 
22億2,458万円 
（全額交付税対象） 

商工 1億7,831万円 

（都市計画） 
8億8,470万円 

（道路・橋梁・住宅） 
6億3,695万円 

※用語解説 

勝　 山 　市 

18
年
度 

17
年
度 

勝山市（速報値） 

県内9市平均（速報値） 

89.8％ 

経常収支比率 

90.1％ 

88.9％ 

14.0％ 

実質公債費比率 
※ 

※ 

※ ※ 

13.7％ 

14.9％ 

8.0％ 

起債制限比率 

県内9市平均 88.9％ 14.9％ 9.8％ 

7.9％ 

9.7％ 

※ 

0.476

財政力指数 

0.665

全  国  平  均 90.2％ 14.8％ 11.4％ 0.520

0.494

0.682

全  国  平  均 90.3％ 15.1％ 11.3％ 0.530

市 債  　 
8億540万円 
（7.1％）　　 

歳出 

総務費 
17億7,898万円 
（16.1％） 

民生費 
29億868万円 
（26.2％） 

衛生費 
6億1,562万円 
（5.6％） 土木費 

15億403万円 
（13.6％） 

消防費　3億566万円（2.8％） 

教育費 
11億5,053万円 
（10.4％） 

災害復旧費　1億2,629万円（1.1％） 

公債費 
11億644万円 
（9.9％） 

商工費　4億7,682万円（4.3％） 

議会費　1億7,008万円（1.5％） 

労働費 
2億2,308万円 
（2.0％） 
農林水産業費 
7億1,562万円 
（6.5％） 

繰 越 金  
分担金および負担金 
地方消費税交付金 
地 方 譲 与 税  
使用料および手数料 
地方特例交付金  
自動車取得税交付金 
利 子 割 交 付 金  
配 当 割 交 付 金  
株式等譲渡所得割交付金 
財 産 収 入  
交通安全対策特別交付金 
寄 付 金  

3億9,031万円 
1億7,744万円 
2億4,937万円 
4億 186万円 
1億 828万円 
8,584万円 
9,925万円 
1,273万円 
1,150万円 
917万円 
3,486万円 
584万円 
232万円 

財政公表 財政公表 

3

一般会計 
特別会計 

維
持
補
修
費 

　
　
　（
1.8
％
） 
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３５
億
７０
万
円
で
、
3
億
7
0
9
3
万
円
、
9
・

6
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

市
債
に
つ
い
て
は
、
中
学
校
の
耐
震
補
強
工
事

完
了
に
よ
る
義
務
教
育
施
設
整
備
事
業
債
の
減
額

等
に
よ
り
、
総
額
が
8
億
5
4
0
万
円
、
6
8
3

0
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
　
出

総
務
費
は
、
職
員
人
件
費
、
ふ
れ
あ
い
交
流
館

管
理
運
営
費
、
財
政
調
整
基
金
積
立
金
、
え
ち
ぜ

ん
鉄
道
高
架
化
負
担
金
等
の
減
額
に
よ
り
総
額
１７

億
7
8
9
8
万
円
、
１８
・
5
％
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。
衛
生
費
は
、
ビ
ュ
ー
ク
リ
ー
ン
お
く
え
つ

の
供
用
開
始
に
よ
り
、
廃
棄
物
対
策
関
係
が
減
額

と
な
り
ま
し
た
が
、
大
野
・
勝
山
地
区
広
域
行
政

事
務
組
合
負
担
金
、
市
営
温
水
プ
ー
ル
管
理
費
の

増
額
に
よ
り
、
総
額
6
億
1
5
6
2
万
円
、
0
・

5
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
商
工
費
で
は
、
温

泉
セ
ン
タ
ー
管
理
運
営
費
が
減
額
と
な
り
ま
し
た

が
、
中
小
企
業
振
興
資
金
貸
付
金
等
の
増
額
に
よ

り
総
額
4
億
7
6
8
2
万
円
、
１９
・
１
％
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。
土
木
費
は
、
除
雪
関
係
費
が
額

に
し
て
総
額
3
億
2
2
7
2
万
円
、
８３
・
6
％
と

大
幅
な
減
額
に
な
っ
た
こ
と
や
ま
ち
づ
く
り
交
付

金
事
業
の
減
額
に
よ
り
総
額
１５
億
4
0
3
万
円
、

２５
・
5
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
災
害
復
旧
費

で
は
、
平
成
１８
年
豪
雪
被
害
に
対
応
す
る
た
め
の

道
路
、
公
園
な
ど
の
復
旧
事
業
等
で
総
額
１
億
2

6
2
9
万
円
、
１
１
5
・
5
％
の
大
幅
な
増
額
と

な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
平
成
１８
年
度
よ
り
勝
山
ニ
ュ
ー
ホ
テ
ル

及
び
温
泉
セ
ン
タ
ー
「
水
芭
蕉
」
の
管
理
手
法
に

指※
　

定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
、
平
成
１
７
年
度
決

算
額
と
の
単
純
比
較
で
、
合
わ
せ
て
約
2
5
0
0

万
円
あ
ま
り
の
経
費
が
節
減
さ
れ
ま
し
た
。

財※
　

政
調
整
基
金
残
高
は
、3
億
7
9
6
8
万
円
、

３７
・
9
％
増
の
総
額
１３
億
8
1
5
3
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
市
債
残
高
は
、
１
0
１
億
3
2
2

0
万
円
と
な
り
9
9
5
5
万
円
、
１
・
0
％
の
減

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
臨※

　

時
財
政
対
策
債

を
除
い
た
残
高
は
７９
億
7
6
2
万
円
で
、
3
億
7

7
8
9
万
円
、
4
・
6
％
の
減
と
な
り
、
6
年
連

続
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

総
　
括

平
成
１８
年
度
勝
山
市
一
般
会
計
決
算
は
、
歳
入

が
１
１
3
億
8
7
8
9
万
円
、
歳
出
が
１
１
0
億

8
1
8
3
万
円
と
な
り
、歳
入
で
6
・
4
％
の
減
、

歳
出
で
5
・
9
％
の
減（
前
年
度
比
＝
以
下
同
じ
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。
歳
入
歳
出
の
差
引
き
の
う
ち

翌
年
度
へ
繰
り
越
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
財
源
7

6
7
2
万
円
を
引
い
た
2
億
2
9
3
4
万
円
が
実

質
的
な
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
　
入

市
税
は
、
税
制
改
正
に
伴
い
個
人
市
民
税
が
増

額
と
な
っ
た
も
の
の
、
設
備
投
資
あ
る
い
は
業
績

不
振
等
の
影
響
に
よ
り
法
人
市
民
税
が
減
額
と
な

っ
た
こ
と
を
は
じ
め
、
評
価
替
え
の
影
響
等
に
よ

り
固
定
資
産
税
も
減
額
と
な
り
、
総
額
は
３１
億
2

4
5
8
万
円
で
、
１
8
4
5
万
円
、
0
・
6
％
の

減
と
な
り
ま
し
た
。
自※

　

主
財
源
は
3
億
7
8
7
3

万
円
の
減
と
な
り
、
自※

　

主
財
源
比
率
は
４１
・
3
と

な
っ
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
は
、
国
勢
調
査
の
人
口
減
少
等
の

影
響
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
減
額
、
暖
冬
の
影
響

に
よ
る
特
別
交
付
税
の
減
額
に
よ
り
、
決
算
額
が


